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消費生活のグローバル化や高度情報通信社会の進展、高齢化・独居化の進行など、消費者

を取り巻く環境の変化により、消費者トラブルの内容も変化しています。 

これらの状況を踏まえ、市民の皆さまのご意見をおたずねし、今後の本市の消費者施策を

検討する上での参考とするものです。

① 消費者行政について

※各図表の「Ｎ」は、回答者数を表しています。

～消費者トラブルへの対応について～ 

問１ あなたは、過去１年間くらいの間に、商品の購入やサービスの利用にあたり、架空請

求・悪質な訪問販売などの消費者トラブルに遭
あ

ったり、遭
あ

いそうになったことがありま

すか。（○は１つだけ）

Ｎ＝982 

問２ あなたは、消費者トラブルに遭ったり、遭いそうになったときに、身近な人で相談す

る人はだれですか。（○はいくつでも）

Ｎ＝982 

71.8%

34.7%

7.5%

15.3%

40.3%

3.2%

2.3%

3.2%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

同居の家族、親族

別居の家族、親族

地域や近所の人

会社や学校の人

知人や友人

その他

身近な人には相談したくない

身近に相談相手がいない

無回答

トラブルに遭った

ことがある

3.7%

トラブルに遭いそう

になったことがある

8.2%

トラブルに遭った

ことはない

86.2%

無回答

1.9%
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問３ あなたは、消費者トラブルに遭ったり、遭いそうになったときに、それを解決するた

めにどこに相談をしようと思いますか（○はいくつでも）

Ｎ＝982

≪問３で８と答えた方（どこにも相談をしない方）におたずねします。≫

問４ その消費者トラブルについて相談をしない理由は何ですか。（○はいくつでも）

Ｎ＝30

64.4%

19.5%

38.0%

11.4%

10.6%

46.4%

0.9%

3.1%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

名古屋市消費生活センターなどの行政窓口

弁護士や司法書士などの専門家

警察

事業者やメーカー

消費者団体

身近な人

その他

どこにも相談をしない

無回答

46.7%

26.7%

16.7%

20.0%

23.3%

0.0%

20.0%

10.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

どこに相談すればいいかわからないから

相談する際の手続きなどがわからないから

被害に遭うのは自分にも責任があると思うから

相談しなくても自分で解決できるから

もめごとなど、面倒を起こすのが嫌いだから

世間体が気になるから

その他

特に理由はない

無回答
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≪すべての方におたずねします。≫

～消費者市民社会について～ 

消費者が商品やサービスを選ぶことは、提供する事業者を選ぶこと＝「お金による投票」

をしていることになります。こうした消費行動を通し、わたしたち一人一人が、自分のこと

だけでなく、周りの人々や、将来生まれる人々の状況、内外の社会経済情勢や地球環境を考

え生活し、社会の発展と改善のため積極的に参加する社会を「消費者市民社会」といいます。

問５ あなたは、「消費者市民社会」という言葉を聞いたことがありますか。（○は１つだけ）

Ｎ＝982

問６ 「消費者市民社会」につながる行動として、あなたの家庭で実践しているものはあり

ますか。（○はいくつでも）

Ｎ＝982

53.4%

73.0%

70.3%

12.9%

7.6%

14.3%

6.3%

24.4%

13.2%

0.6%

9.3%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

必要なものを必要な量だけ買う

使わない部屋の電気はこまめに消す

エコバッグを利用する

エコマーク商品など

環境に負荷の少ない商品を選ぶ

フェアトレード商品や寄付つき商品など

地域や社会に貢献する商品を選ぶ

環境対応や地域貢献に

配慮のある企業の商品やサービスを選ぶ

環境保全、まちづくり、高齢者の見守り

などの活動に参画する

買った商品やサービスに問題があるときは

企業に伝える

消費者トラブルについて

消費生活センターなどの相談窓口に相談する

その他

特にない

無回答

聞いたことがあり、

意味も知っていた

5.6%
聞いたことはあるが、

意味は知らなかった

15.3%

聞いたことが

ない

76.8%

無回答

2.3%
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～消費者施策について～

名古屋市消費生活センターに寄せられる 65 歳以上の高齢者の相談件数が、平成 25 年度に

前年度比 29.0％増の 3,576 件と過去最高となり、平成 26 年度も 3,452 件と高止まりの状況

です。特に高齢者は電話による悪質商法の標的とされやすく、喫緊の課題となっています。

問７ 高齢者の消費者トラブル防止のために有効な施策は何だと思いますか。 

（○は２つまで）

Ｎ＝982

問８ あなたは、消費生活に関してどのような情報に関心がありますか。（○はいくつでも）

Ｎ＝982

41.6%

41.0%

33.0%

42.9%

3.6%

6.3%

2.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

高齢者自身に直接情報が届くような

啓発活動を行う

高齢者を見守る家族や地域の方々に

啓発活動を行う

高齢者を悪質な電話勧誘から守る対策機器の

普及を推進する

行政・関係機関・地域などが連携し

高齢者を見守る体制づくりをする

その他

わからない

無回答

33.9%

43.5%

26.0%

26.8%

21.6%

55.0%

18.8%

23.3%

26.6%

29.1%

0.1%

7.1%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

契約に関する基本知識

消費者トラブルの事例と注意点

製品事故に関する情報

インターネットの安全な使い方

商品やサービスの表示の見方

食品の安全に関する情報

ライフプランや金融商品の知識

物価に関する情報

衣食住に関する情報

個人情報の取り扱いに関する知識

その他

特にない

無回答
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問９ あなたが、名古屋市に力を入れてほしい消費者施策は何ですか。（○はいくつでも）

Ｎ＝982

消費生活に関する相談は 

○ 名古屋市消費生活センター 電話：052-222-9671  （月～金曜日 9：00～16：15）   

○ 消費者ホットライン   電話：１８８（いやや） ＊最寄りの相談窓口につながります 

44.2%

40.2%

67.9%

30.8%

22.8%

10.2%

14.9%

45.7%

48.7%

9.8%

1.0%

3.3%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

消費者トラブルの未然防止のための

情報提供の充実

消費者トラブルなどに対する

相談体制の充実

悪質な事業者への指導強化

消費者トラブルの未然防止のための

高齢者の見守りの推進

学校における消費者教育の推進

消費者団体や事業者団体などとの

連携による消費者教育の推進

公正かつ持続可能な社会をめざす

「消費者市民社会」の普及・啓発

製品事故や食の安全に関する

消費者への情報提供

災害時における

生活関連物資の安定確保

適正な計量や表示の推進

その他

特にない

無回答


